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電子申請による申告書の提出、電子納付による保険料・一般拠出金の納付方法
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e-Gov からの電子申請の方法

⑱ 報奨金（電子化分）のお知らせ（平成30年度）

追徴金（納付すべき労働保険料・一般拠出金の10％）を課すことがあります。
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労災保険率適用事業細目表

有期事業の一括ができる都道府県労働局の管轄区域一覧表

（建設事業）

労働保険料等算定基礎賃金等の報告の記入要領及び記入例
保険料・拠出金申告書内訳の記入要領及び記入例

《継続事業》

《一括有期事業》

《共通事項》

保険料の徴収等に関する法律
労働保険の保険料の徴収等に関する法律

険については、被保険者）に支払われる賃金の総額に、その事業の種類ごと
に定められた保険料率を乗じて算定します。
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電子申請による申告書の提出、電子納付による保険料・一般拠出金の納付方法

電子申請と電子納付により、自宅やオフィスから、いつでも提出と納付が可能になります。

① マイナンバーカード（取得は無料）とカードリーダーを入手します。
　 （または認証局から電子証明書を入手します。）
② e-Gov（電子政府）ホームページにアクセスし、パソコンが電子申請（e-Gov（電子政府）の
　電子申請システム）に対応できるか確認します。

詳しくは、

より、「事前準備ガイドBOOK」をご確認ください。

まずは、利用前の準備を行います。

労働保険関係手続の電子申請について 検索

③ e-Gov（電子政府）ホームページで申請したい様式を検索し、
　 画面上で申告書を作成します。
④ そのままe-Gov（電子政府）ホームページから電子申請します。
⑤ 事業主控についても、e-Gov（電子政府）ホームページから取得できます。

詳しくは、申告書の書き方の35ページに記載の、

「労働保険料（年度更新申告）マニュアル」（3ページ～）をご確認ください。

準備が完了したら、電子申請による申告書の提出を行います。

詳しくは、申告書の書き方の35ページに記載の、

「労働保険料（年度更新申告）マニュアル」（72ページ～）をご確認ください。

⑥ e-Gov（電子政府）ホームページから、電子納付に必要な情報（＊）を確認します。
　 （＊）電子納付には、「納付番号」、「確認番号」、「収納機関番号」が必要になります。
⑦ e-Gov（電子政府）ホームページ上でご利用になる金融機関を検索し、
　 移動した画面の金融機関のインターネットバンキングにおいて電子納付します。

電子申請が完了後、引き続き、電子納付による保険料等の納付が行えます。

●労働保険料の納期（平成３０年度）
納期

電子納付の
納期限 ７月10日 11月14日 2月14日

全期・第１期 第２期 第３期
第１期については、電子申請した場合のみ電子納付
ができます。
第２期、第３期については、送付される納付書に記載
の電子納付に必要な情報により電子納付できます。

★

★
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※電子申請した場合は、電子納付による納付だけではなく、申告書の領収済通知書（納付書）による納付も可
能です。その場合は、日本銀行の歳入代理店へ領収済通知書（納付書）のみご持参ください。

※口座振替を利用している場合は、電子納付及び領収済通知書（納付書）による納付を行わないでください。


